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サンシャイン計画(新エネルギー技術開発)の
現状と今後の方向

TechnologyDevelopmentforNewEnergyinSunshineProject

1 はじめに

ここ数年来，世界全体が石油の供給不安に悩まされ

続けてきており，また，その価格が急上昇を続けて来

た．第1次および第2次オイルショックの後，世界全

体がエネルギー問題の重要性を認識し，その対策が検

討され，実施に移されつつある．とくに，わが国は，

エネルギー資源が極めて乏しく，また,輸入エネルギー

の大部分を中東の石油に依存しており，非常に脆弱な

エネルギー供給体制にあるため，省エネルギーおよび

石油に代わるエネルギーの開発，導入が．今後の安定

した経済発展，国民生活の向上のために欠くべからざ

る緊急の重要課題である．

サンシャイン計画は，石油代替エネルギー開発，導

入の一環として，原子力を除く全ての新エネルギー技

術の開発を目的として,昭和49年から通産省が推進し

て来たものであり，主要テーマについては基礎的な研

究開発からエンジニアリング開発を行うためのパイロッ

トの段階に至っているので，その概要および今後の課

題について，紹介したい．

2石 油代替エネルギー対策

第1次オイルショック以降の石油の供給不安と価格

の相次ぐ大巾な上昇により，世界全体として，インフ

レの高まりや先進工業国の景気後退のおそれ，開発途

上国の成長阻害なと､をもたらすことも懸念されている．

このため，エネルギー問題は世界共通の課題であり，

各国が協力して解決にあたる必要があるとの共通認識

のもとに，東京サミットおよびベニスサミットでも重

要問題として取り上げられ，ベニスサミットにおいて

は,1980年代のエネルギー総合戦略とも言うべきもの

が採択された.とくに80年代の戦略のバックボーンと

して，経済成長と石油消費のリンクを断ち切るとの考
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え方が明示され，サミット参加国全体のエネルギー消

費量のGNP弾性値を80年代を通じて約0.6まで低下

させること，総エネルギーに占める石油の割合を約40

％（現在は51％）に下げること，石油代替エネルギー

の拡大を図るべきことなどが宣言された．

わが国のエネルギー供給は，石油依存度が極めて高

いこと，エネルギー供給に占める石油依存の割合が高

く，輸入エネルギーの70％程度を中東の石油に依存し

ていることが大きな特色であり，中東地域に一朝事が

あると必要なエネルギーの確保が危ぶまれる事態に追

い込まれるおそれがある．このため，政府は，省エネ

ルギーの徹底を図るとともに，一次エネルギー供給の

うち輸入石油に対する依存度を現状の約70％から，昭

和65年度には50％まで引き下げることを目標として，

石油代替エネルギーの開発，導入を推進することとし

ている．その対策としては，原子力，石炭，液化天然

ガスの急速な開発の拡大をはじめとする各種の代替エ

ネルギーの開発，導入が重要であるが，併せて，中長

期的な観点から，石炭液化，太陽エネルギー，地熱エ

ネルギー等に関する技術開発の推進が必要である．こ

れらの対策を総合的に推進してゆくため,昭和55年度

から，必要資金の長期的安定確保のために特別会計資

金を活用すること，及び中核的推進母体として新エネ

ルギー総合開発機構を設立した．この様な新しい推進

体制の枠組のなかで新エネルギー技術開発を従来にも

増して積極的に推進することとなった．

3サンシャイン計画の推進

サンシャイン計画は,昭和49年7月にスタートした．

この計画は，石油エネルギー時代に見過されていたさ

まざまのエネルギー技術を取り上げ，実用化のための

研究開発，技術開発を行うものであり，その対象は，

太陽エネルギー，地熱エネルギー，石炭の液化，ガス

化，水素エネルギーの4テーマを中心とし，さらにそ

－1－



518

の他の技術シーズの研究開発を実施しており，発足以

来7年を経過している．この計画においては，基礎研

究，材料開発，要素研究などの基礎的研究開発の段階

から，パイロットフ。ラント，デモンストレーションう。

ラントなどのエンジニアリングを中心とする技術開発

段階を経て実用化に至るまでの長期間にわたる技術開

発を行うものであり，技術開発の進展に応じて，実用

化を進めることになっている．発足後，石油をめぐる

世界の情勢は大きな変動を重ねていたが，第2次オイ

ルショックに際して世界的に脱石油化の方向づけが明

確になされ，新エネルギー研究開発の強力な推進，早

期実用化の要請が強まったため,昭和55年度から研究

開発の加速的な推進を図ることになった．すなわち，

総合エネルギー政策との連携を前提とし，1990年（昭

和65年)までに相当量のエネルギー供給を行うことを

目標として，従来実施してきた開発テーマのうち，早

期実用化が可能であり，かつエネルギーの大量供給が

可能とみられる石炭の液化，深部地熱,太陽光発電(太

陽電池）を中心とする太陽エネルギー利用に特に重点

を置き,研究開発能力および資金の重点的投入を行い，

研究開発を加速推進することとした．本計画は，対象

とする技術分野が広範多岐にわたり，また緊急に開発

を進めるべきものであるため，国内の関連部門の総力

を結集することが必要があり，国立研究機関，大学，

産業界の各分野の密接な協力のもとに,国が中心となっ

て研究開発を推進してきたが,昭和55年度から，とく

にプラント開発を進める中核体として新エネルギー総

合開発機構を設立するとともに，研究開発資金に特別

会計の資金を活用する体制が確立したので，現在その

枠組のなかで技術開発を推進している．

4サンシャイン計画の現状

昭和49年のスタート以来,多面にわたる技術開発を

進めているが，昭和56年度の断面をとってみると，各

エネルギー分野ごとの主要事項および予算は表のとお

りである．

4．1太陽エネルギー

太陽エネルギーは，地域的な偏在性がなく，恒久的

かつクリーンなエネルギーであり，その供給量は膨大

なものである．しかし，大きな欠点があり，1つはエ

ネルギー密度が小さく，日本では夏の晴天時でも1kw

/m2程度と低く，変換効率を考えれば，まとまったエ

ネルギーを得るには相当広い面積を必要とする．さら

にもう，つの欠点は，日射量が時間,天候,季節によっ

エネルギー・資源

て大巾に変動することである．この様な欠点を克服す

るためには，集光，集熱の効率を高めることと，蓄熱

等によるエネルギー変動の平準化が最大の課題となる．

(I)太陽熱発電

太陽熱発電は，太陽エネルギーを熱エネルギーに

変換して250℃以上の蒸気を作ってタービンを回し，

発電する方式である．システムは，主として，①太

陽エネルギーを多数の平面鏡や曲面鏡によって集光

し高温蒸気を得るための集熱部，②熱を貯え，日照

変化にあわせて安定運転を行うための蓄熱部,③ター

ビン発電部から成り立っている．このうち，特に集

熱部と蓄熱部に重点を置いて技術開発を行った．集

熱方式については，タワー集光方式と曲面集光方式

の2方式があり，それぞれ1,000kwのパイロットプ

ラントが香川県仁尾町に立地，本年3月に完成し，

10月から本格的な運転研究に入っている．これら

は，それぞれ1,000kw,3時間の蓄熱容量を有して

おり，平面鏡の太陽追尾は計算機による全面的な自

動制御方式をとっている．

パイロットフ°ラントは調整運転中の8月上旬に

1,000kwの発電に成功したが,今後2年程度の運転

研究を通じて，性能評価，最適運転方式等の技術的

課題の検討を行うとともに，経済性についての検討

をも十分行うことにしている．

(Ⅱ）太陽光発電

太陽電池によって太陽光を直接電気に変転するも

のであり，これまで人工衛星の電源用,一部の灯台，

へき地の通信電源に用いられている．しかし，現在

迄のところ価格が非常に高いためコストダウン，性

能の大巾向上が，今後の本格的実用化に向けての大

きな課題である．そのコストダウンを促進するため

多くの分野にわたって基礎的研究を行って来たが，

昭和56年度においては,次のような技術開発を行っ

ている．

①太陽電池用シリコンの低廉精製プロセスの開発

②太陽電池を数10個集めたパネルを多数並べて発

電するが，太陽電池の形成工程からパネルを完成

するまでの連続生産ラインの研究を行い，コスト

ダウンの検討を行う（昭和54年度から5年計画）

③太陽光発電の利用について，蓄電方式や系統電

力との連系方法などを検討するため，太陽電池を

住宅，学校などに設置し，利用実験を行う（昭和

55年から5年計画)．

④太陽熱発電と同じく500～1,000kwの集中型太
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陽光発電システムの開発(昭和55年度から5～6

年計画)．

これらにより，主として結晶系シリコン太陽電池

の低コスト化，性能向上の研究を行っているが，最

近，非晶質のアモルファス太陽電池が注目されてい

るので昭和55年から新しく取り上げ基礎的な研究を

始めている．アモルファス太陽電池は，シリコンの

厚さを極端に薄くでき，製造工程が比較的簡単であ

る等の利点があるため，成果の挙ることが期待され

ている．

(Ⅲ）産業用ソーラーシステム

太陽冷暖房及び給湯システム（いわゆるソーラー

システム）については，民生利用のための技術開発

はほぼ終了しており,昭和55年度から積極的な普及

策が構じられている．この技術を更に高度化して産

業用にも活用するため，複雑な熱工程を有する工場

（例えば染色工場のように50～150℃の広い温度巾の

熱水を必要とするもの)を対象した開発を行っている．

4．2地熱エネルギー

わが国は世界有数の火山国で極めて豊富な地熱エネ

ルギー資源の賦存が見込れており，その開発の促進が

緊要な課題である．地熱エネルギーの特徴は，①純国

産かつ豊富である，②プラント建設のイニシャルコス

トは高いが，燃料代が不要なため，最終の発電コスト

事 項

1．太陽エネルギー

［
一般会計

特別会計

2．地熱エネルギー

［
一般会計

特別会計

3．石炭エネルギー

［
一般会計

特別会計

4．水素エネルギー

［
一般会計

特別会計

5．総合研究

［
一般会計

特別会計

6． 国際協力

［一般会計

7．その他

［
一般会計

特別会計

△ 計仁．

［
一般会計

特別会計

56年度予算案

［

［

7,961

2,3

5,6

22

39

9,223

1,762

7,461

13,514

880

［］2,634

948

444
［ 504

1,233

749

［ 484

668

［668

［

［

112

107

33,659

6,932

26,727

5

焔ホロ56

56年度計画の重点

①太陽熱発電プラント（1千kW2方式）の開発(*6,423→*1,123)
②太陽光発電実用化技術開発（＊1,311→*4,300)
③太陽光発電研究の拡充（977→1,511)(うちアモルファス太陽電池

474→1,312）
④産業用ソーラーシステム等の開発(509→507)

(うち産業用ソーラーシステム＊50→＊216）

①全国地熱資源総合調査の実施（1,946→2,629）
(うち調査実施＊1,846→＊2,518）

②地熱探査技術等検証調査の実施（仙岩・栗駒地区）（1,155→1,587）
(うち調査実施＊539→*1,012)

③大規模深部地熱発電所環境保全実証調査の実施（豊肥地区）

④深層熱水供給システムの開発（＊262→＊678）
⑤熱水利用発電プラントの開発（＊357→＊653）

(＊3,000→＊2,600）

①液化プラントの開発（溶剤抽出液化（瀝青炭系，褐炭系)，ソルボリシ
ス液化，直接水添液化（＊3,060→＊7,724)）

②高カロリーガス化ﾌ゚ ラント(7,000m3/B)の開発(*2,974→*2,518)
③低カロリーガス化プラントの開発(*1,700→*2,392)
④液化及びガス化基礎研究の拡充（819→880）

①電気分解法水素製造プラントの開発（449→＊504）

①海洋温度差発電研究の拡充（166→213）
②風力発電研究の拡充（127→656）（うち風力発電プラント

(100kw級）の開発O→*484)

①高温岩体日米共同研究の実施（567→565）
②石炭液化日米協力（5→5）
③IEA協力(92→79)

庁費，研究施設整備費等

(注）重点欄の＊印を付したものは，特別会計によることを示し，新エネルギー
総合開発機構において実施する．
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は低廉である，③多目的利用を含め地域社会に多くの

メリットをもたらす等があげられる．現在，わが国で

は6発電所，約17万kwが稼動しているが，サンシャ

イン計画においてはさらに深部の地熱開発のための調

査，探査技術，熱水利用発電の可能性の研究などを中

心に進めている．

(I)全国地熱資源総合調査

全国的な規模での地熱資源について，空中調査等

を中心に昭和55年度から4ケ年計画で総合的な調査

を行っている．すなわち，航空機によるレーダー映

像での地表調査，地球磁場の精密な調査から地下の

温度状況の把握，重力加速度の調査による地下の地

質構造の調査などを行い，これらを総合して地熱有

望地域を摘出する．なお，この調査は全国的な規模

で行う概査であり，有望地域については更に精査を

行った上，地熱開発を行う地点を限定してゆく必要

がある．

(Ⅱ）地熱探査技術等検証調査

深部の地熱を対象として調査する場合には，各種

の物理探査などの地表調査の解析を十分行う必要が

ある．このため，各種調査技術を結集した総合的な

地表調査の結果と，深部ボーリング調査による地下

深部の状況との相関関係を明確にして，探査技術を

確立することをねらいとする調査を昭和55年度から

4ケ年計画で秋田県と宮城県で実施している．

(Ⅲ）高温岩体発電システム

地下に高温の岩体が存在しても地下水が惨透しな

いために蒸気や熱水が形成されない場合があり，こ

の様な地熱エネルギーについて，ボーリング孔から

高圧水を注入して岩盤に人工的に破砕帯を形成し，

その後，一方のボーリング孔から入れた水がその破

砕帯を通過して蒸気または熱水となり，他のボーリ

ング孔から取り出す方式であるが，地下深部に人工

的に破砕帯を形成することが難しく，まだ基礎的な

段階である．この技術は米国で以前から研究されて

おり，ロスアラモスの研究所で昭和55年度から5ケ

年計画で実施されている2～5万kwの熱エネルギー

を取り出すプロジェクトに日本も参加しており，同

時に，国内でも人工破砕帯を形成するためのフィー

ルドテストを実施している．この技術の実用化まで

には相当の時間が必要となろう．

側深層熱水供給システム

非火山性の地熱は,70～90℃程度と温度は低いが，

平野部にも広く賦存するので暖房，給湯等に利用す

エネルギー・資源

るため，熱水の最適な採取や地下還元の方法を確立

することをねらいとして，秋田市南部において昭和

55年度から4ケ年計画で技術開発を行っている．

M熱水利用発電

我が国の地熱発電所においては，蒸気と共に多量

の熱水が噴出し，その温度は150℃前後と相当高い

が，現在は殆んど利用せずに地下に還元している状

況である．この熱エネルギーをフロン等の低沸点媒

体を用いてタービンにより発電しようとするバイナ

リー発電については,すでに1,000kw級のパイロッ

トプラントによって発電に成功したが，現在，効率

を高め，低コスト化を前提にした媒体や熱交換に関

する要素技術の研究を行っており，その成果を踏え

て1万kw級のデモンストレーションプラントに取

り組むべく，検討を進めている．

4．3石炭の液化，ガス化

石油代替エネルギーの重要な柱として，石炭利用は

急速に拡大しつつあり,今後も更にその傾向が強くなっ

てゆくものと考えられる．石炭は，石油と並ぶ化石燃

料ではあるが，石油に比べると地域偏在性が少く，環

太平洋諸国にも多く，また，地球上での資源量は石油

に比べて1桁多いと云われている．

石炭の液化・ガス化は，固体であるための取り扱い

の不便さや灰捨ての問題などを解決すると共に流体エ

ネルギーシステムに取り込むことをねらいとしている．

(I)液化

石炭の液化は新しい技術ではなく，すでに第2次

世界大戦の際にドイツが大規模に実施して戦車や航

空機の燃料に使用し，またわが国でも実用には至ら

なかったが大規模な技術開発が行われた．しかし，

これらは，戦争目的のために経済性を無視して行わ

れたものであるが，戦後においては，経済性を前提

として，アメリカや西独で研究が進められている．

石炭液化は，間接液化と直接液化に大別され，前者

は，一度ガス化し，合成してガソリン等を製造する

ものであり，現在すでに南阿連邦において実用化さ

れ，自動車燃料等が大規模に作られているが，コス

トが高いと言われている．直接液化は，高温高圧の

もとに石炭の大きな分子を分解するとともに水素を

添加して液化しようとするものであり，現在，アメ

リカ，西独，およびわｶﾐ国等が開発を行っている．

サンシャイン計画においては，溶剤抽出，ソルポ

リシス，および直接水添の各液化法について，それ

ぞれ1～2t/日程度のベンチスケール設備の建設又
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は運転研究を実施している段階であるが,昭和55年

度から，オーストラリアのビクトリア州に豊富に賦

存する褐炭を対象として,50t/日処理のパイロット

プラントの建設に新しく着手した．石炭液化のう°ロ

セスは石炭の種類（揮発性物質の比率，硫化物等の

不純物，灰分，水分など）によって大きな影響を受

けるものであり，又，わが国が石炭液化を考える場

合には海外炭を中心に考えざるを得ないため，液化

プロセスの開発に当っては，広い炭種に適用できる

とともに，液化収率に優れた液化技術の開発に努め

ている．この様な中で，とくに褐炭を対象とした液

化技術を新しく取りあげたのは，ビクトリア州にお

ける褐炭は経済的に採掘しうる炭量が350億トンと

称されており，現在，露天掘採場の近くで火力発電

に用いられている以外は殆んど利用されていないた

め，液化技術が確立されれば確実に利用しうる資源

があるためであり,50t/日プラントはビクトリア州

で，本年度から建設を始め,昭和59年度中に完成し

たのち，総合的な運転研究を行う予定である．なお，

本件については，オーストラリア側も極めて熱心で

あり，積極的な協力が得られることになっている．

石炭液化は,一般的に言って,400～450℃の高温，

100～200気圧の高圧の条件のもとで,水素を添加し

て液化しようとするものであるが，固体，液体，気

体が3相共存する状態であり，反応槽の材料および

形状,水素の生成,触媒の種類，灰分の除去方法等極

めて難しい問題があり,高圧の反応槽に石炭をチャー

ジするためのポンプ，あるいは各種パルプなども大

型プラントでは大きな問題となる．又，液化油を重

質油にするか，中質油にするかによって，水素添加

量が変って来る等，技術的にも経済的にも大きな問

題があるが，実用化段階においては，1ユニット数

千トン/日の装置を組み合わせて，1工場としては2～

3万トン/日にしようとするのが世界の流れである．

わが国は，現在のところ，数百トン/日のパイロッ

トプラントで研究を行っている米，西独に較べると

遅れているが，技術的，経済的諸問題を解決して，

早急に実用化に進むべく努力を重ねている．

(Ⅱ）ガス化

石炭のガス化については，高カロリーガス化と低

カロリーガス化に取り組んでいる．前者は，石炭を

高カロリーのガスにして，都市ガス又は工場原料等

に用いるためのものであり,7,000m3/日のガス化設

備（石炭処現量1日10～15トン）の建設ｶﾐ本年中に
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完成するので，その後運転研究を行うことにしてい

る．後者は，低カロリーのガスを作って，ガスター

ビンと蒸気タービンを組合わせた複合発電システム

によって発電しようとするものであり，石炭処理量

40t/日のガス化炉を主体としたガス化試験プラント

によって，ガス化の試験を行っている．

4．4水素エネルギー

水素エネルギーは，今迄述べた他のエネルギーが一

次エネルギーであるのと異り，二次エネルギーであっ

て，クリーンであるとともに用途も広い等のメリット

を有している．サンシャイン計画においては，安価で

エネルギーのロスの少ない水素製造技術の開発としてb

高温高圧の条件下での水電解技術の開発を進めており，

20Nm3/日の小型パイロットプラントの建設を進めてい

る．また，水素の利用に関して，金属水素化物の型で

の輸送・貯蔵技術，水素の燃焼や自動車で使う場合の

利用技術，あるいは保安技術等についての基礎的な研

究を進めている．

4.5その他

将来の実用化の可能性のあるテーマを探るべく，新

エネルギー技術シーズについての研究を行っている．

風力発電については，欧米諸国で千kwクラスの関発

が進められているが，我が国では台風対策等を考慮す

る必要があるので，当面100kwの風力発電プラント

の建設，運転を56,57年度の2年計画で進めている．

また，海洋温度差発電は,海洋表面と深海（水深500～

600m)の水の温度差（約20℃程度）を用いて発電し

ようとするものであり，資源量は膨大であるが，低レ

ベルのエネルギーを利用するものであるため，効率の

高い熱交換器についての研究を行っているほか，海洋

構造物持有の種々の問題を含めて，フィージビリティ

スタデイを進めている．

5新エネルギー技術開発の今後の方向と課題

5．1今後の方向

現在の石油需給状況が比較的安定しているとは云え，

全世界的に今後の中長期的なエネルギー需給状勢が予

断を許さないものがあり，とくに自国に資源を保有し

ない我が国は，短期的なエネルギー状勢や景気動向に

左右されることなく，従来にも増して新エネルギー技

術開発に力を注ぐべきである．その際，新エネルギー

技術開発が長期間を要し，開発資金が多額にのぼり，

開発リスクが大きく，当面の収益が望みにくいこと等

に鑑み，当分は国および新エネルギー総合開発機構が
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中心となり，産業界の全面的な協力を得つつ計画を強

力に推進すべきであると考える．また，新エネルギー

技術開発を進めるにあたって，国際協力が重要である．

研究開発の早期推進，効率化等の観点から有効なもの

については，積極的に国際協力を推進することにして

おり,IEAの場における多国間協力や，石炭液化等に

関する日豪協力，日中協力等の2国間協力を実施して

いる．

5．2今後の課題

今後，早期に実用化することを前提に技術開発を進

める際の重要な課題としては，次の様な課題があげら

れる．

第1には，大型のエンジニアリング技術や材料問題

等を中心とする技術的課題である．今後，実用化に向

けて大型のプラント開発を急速に推進する際，例えば

石炭液化の様に厳しい温度，圧力等の条件のもとで大

量の石炭を処理する様な複雑で大規模なプラントの開

発については，エンジニアリング技術および材料技術

エネルギー・資源

の確立が重要である．

第2は，経済性の問題である．従来利用されなかっ

たエネルギーを大規模に使い，相当量のエネルギー供

給を目標とするためには，石油価格や他のエネルギー

コストと競争しうる新エネルギーであることが必要で

あり，このための技術開発に全力を投入する必要がある．

第3は，新エネルギー技術の実用化のための条件整

備である．新エネルギーを円滑に社会のエネルギー流

通システムに導入するためには，現段階から，需要業

界の受け入れ体制の整備，各種法規制面での整備につ

いて検討を進める必要がある．

おわりに

以上述べた様に，新エネルギーの開発は，中長期的

なエネルギー対策に資する重要なものでありう行える

よう，各方面の協力を得つつ，技術開発を鋭意進めて

参りたい．
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